
- 1 - 

豊橋市上下水道局収納業務等包括業務委託に関する 

プロポーザル実施要領 

１ 趣旨 

 この要領は、豊橋市上下水道局収納業務等の包括業務委託（以下「業務委託」という。）

の実施に関し、お客さまサービスの向上と更なる業務の効率化につながる優れた業務遂行

能力を有する受託事業者を公募型プロポーザル（以下「本件プロポーザル」という。）方式

により選定するための手続等について、必要な事項を定めるものである。 

２ 概要 

(１) 名称 

豊橋市上下水道局収納業務等包括業務委託 

(２) 内容 

詳細は、豊橋市上下水道局収納業務等包括業務委託仕様書（以下「業務仕様書」

という。）に示すとおりとする。ただし、業務仕様書「第３章 委託業務の内容及び

実施方法等の概要」については、業務委託の趣旨に反さず、利用者のサービスの低

下を生じない限りにおいて、業務提案書により代替提案ができるものとする。 

(３) 履行期間 

履行期間は、契約締結の日から令和７年３月３１日までとする。ただし、業務委

託の開始日は令和２年４月１日とし、契約締結の日から令和２年３月３１日までは

移行準備期間とする。 

また、履行期間を終えた受託事業者は、履行期間終了後令和７年６月３０日まで

の間に豊橋市水道事業及び下水道事業管理者（以下「管理者」という。）から資料及

びデータの提出を求められた場合、自らの負担により資料及びデータを作成し、管

理者に提出しなければならない。 

(４) 業務場所 

豊橋市牛川町地内ほか 

(５) 提案見積金額の上限額（消費税及び地方消費税を含む） 

令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの期間 

１,７９７,０００千円とする。※契約時の予定価格を示すものではない。 

提案にあたっては別途指定する様式に積算根拠等を示すこと。なお、提案見積金

額が上限額の範囲内である提案であっても、積算根拠等に合理性がなければ、これ

を認めない。 

(６) 支払方法 

委託料の支払方法については、契約金額総額の６０分の１の額を各月払いとする。 

※移行準備期間における委託料の支払いはない。 

３ 参加資格要件 

提出日現在において、次の（１）から（10）までに掲げる条件をすべて満たさなけ



- 2 - 

れば、本件プロポーザルに参加することはできない。 

（１）地方自治法施行令（ 昭和２２年政令第１６号） 第１６７条の４第１項の規定に

該当しないこと。 

（２）本件プロポーザルの公告の日から契約候補者特定までの間に「豊橋市工事請負契

約等に係る指名停止措置要領」による指名停止の期間がないこと。 

（３）国・県・市（区）町村税に滞納がないこと。 

（４）本件プロポーザルの公告の日から契約候補者特定までの間に「豊橋市が行う事務

又は事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成２６年３月２６日付け豊橋市

長・愛知県豊橋警察署長締結）に基づく排除措置を受けていないこと。 

（５）ア 平成２６年度以降において全国で給水人口１５万人以上の水道事業体における

検針業務、収納業務及び水道料金等を調定・管理する電算システムの開発・保守を

含む電算業務（以下「電子計算処理業務」という。）について、２箇年以上にわたり

元請けで受託実績を有する者であること。 

イ 共同企業体（以下「ＪＶ」という。）で参加しようとする場合は、検針業務及び

収納業務を担当する構成員が平成２６年度以降において全国で給水人口１５万人

以上の水道事業体における検針業務、収納業務について２箇年以上にわたり元請け

で受託実績を有する者であること。かつ、電子計算処理業務を担当する構成員が平

成２６年度以降において全国で給水人口１５万人以上の水道事業体における電子

計算処理業務を２箇年以上にわたり元請けで受託実績を有する者であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条に基づく更生手続開始の申立て

をしていない者又は更生手続開始の申立てがなされていない者であること。ただし、

手続開始決定を受けている者を除く。 

（７）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条に基づく再生手続開始の申立て

をしていない者又は再生手続開始の申立てがなされていない者であること。ただし、

手続開始決定を受けている者を除く。 

（８）本件プロポーザルに参加する他の参加者との間に、次に示す関係がないこと。 

ア 資本関係

次のａ又はｂに該当する２者の関係。ただし、子会社（会社法（平成１７年法

律第８６号）第２条第３号に規定する子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一

方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４号

に規定する再生手続が存続中の会社（以下「更生会社等」という。）である場合を

除く。 

ａ 親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ）と子会

社の関係 

ｂ 親会社を同じくする子会社同士の関係 

イ 人的関係

次のａ又はｂに該当する２者の関係。ただし、ａについては、会社の一方が更

生会社等である場合を除く。 
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ａ 一方の会社の取締役が、他方の会社の取締役を兼ねている関係 

ｂ 一方の会社の取締役が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再

生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を兼ねている関係 

ウ 組合関係

中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条に規定する中小企

業等協同組合（以下「組合」という。）と当該組合の組合員の関係 

エ その他本件プロポーザルの適正な実施が阻害されるおそれがあると認められ

る場合 

（９）プライバシーマークや情報セキュリティマネジメントシステム(ＩＳＭＳ)等第三

者機関の評価によるセキュリティ基準の認定を取得していること。 

（10）ＪＶで参加する場合は、次の条件をすべて満たすこと。 

ア ＪＶの構成員は、３（１）～３（９）までの条件を満たす者であること。 

イ ＪＶの構成員は、委託業務について当該ＪＶが負担する債務の履行に関し、連

帯して責任を負うこと。 

ウ ＪＶの構成員は、単独及び他のＪＶの構成員として本件プロポーザルに参加し

ていないこと。 

４ 失格事項 

次の（１）から（３）までに掲げるいずれかの事項に該当する場合は、本件プロポー

ザルへの参加資格又は受託候補事業者（11 の説明を参照のこと。）としての決定を取り

消すことがある。 

（１）３に規定する本件プロポーザルの参加資格を欠く者となった場合 

（２）本件プロポーザルの公正な執行を妨げるような不正行為が認められた場合 

（３）提出書類に虚偽の記載が発覚した場合 

５ 参加意向申出書の提出 

本件プロポーザルへの参加を希望する事業者（以下「参加希望事業者」という。）は、次

の(１)から(５)までの事項に従い、必要な手続きを行うこと。 

（１）提出方法 持参（土・日曜日、祝日・休日を除く毎日８時３０分から午後５時まで） 

（２）提出期間 令和元年７月１日（月）～令和元年７月８日（月）午後５時（必着） 

（３）提出先 愛知県豊橋市牛川町字下モ田２９番地１ 

豊橋市上下水道局 営業課 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ water-eigyo@city.toyohashi.lg.jp  

電話番号 ０５３２―５１―２７４３

Fax番号  ０５３２―５６―８２３１

担当者 鵜飼、田中 

（４）提出書類 

参加申込に必要とする様式及び添付書類 １部 

※参加申込書等の様式は、豊橋市上下水道局ホームページより直接ダウンロードす

ること。 
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ホームページのＵＲＬ https://www.city.toyohashi.lg.jp/38320.htm 

ア プロポーザル参加意向申出書（様式第１号） 

イ プロポーザル参加申込書等提出書類確認表（様式第２号） 

ウ 参加資格要件に関する誓約書（様式第３号） 

エ 定款の写し及び会社のパンフレット 

オ 法務局が発行する法人登記簿謄本又は履歴事項全部証明書 

カ 誓約書（様式第４号） 

キ 受託実績表（様式第５号）及び受託実績を証明する契約書の写し（任意の一契約） 

ク 国・県・市（区）町村税に滞納がないことの証明書 

① 本社所在地所轄の税務署で発行する法人税、消費税及び地方消費税の滞納がな

いことの証明書（税務署所定様式：納税証明書その３の３） 

② 契約営業所所在地の市（区）町村で発行する法人市民税、市県民税（特別徴収

分）、事業所税、固定資産税（土地、家屋、償却資産）、軽自動車税の滞納がない

ことの証明書 

③ 契約営業所所在地の県の県税事務所が発行した法人県民税、法人事業税、地方

法人特別税及び自動車税の滞納がないことの証明書 

※「契約営業所」とは入札等の契約事務を取り扱う営業所のことをいう。 

ケ 個人情報保護に関する公的認証又は情報セキュリティに関する公的認証を取得

していることを証明できる書類の写し 

コ  委託業務共同企業体協定書（ＪＶで参加しようとする場合） 

※オ及びクの証明書については、各発行官公署等において定めた様式で発行されたも

ので、本件プロポーザルの公告日以降に発行されたものとする。 

（５）参加資格審査結果の通知 

「プロポーザル参加意向申出書」の提出を受け、別に定める提案資格確認結果通知

書（様式第７号）の送付をもって、参加資格確認結果を電子メールにて令和元年７月

１１日（木）午後５時までに通知する。 

 ６ 参加意向申出に関する質問 

  参加意向申出書の提出に関する質問受付及び回答については、次による。 

（１）質問方法 

質問書の様式は、豊橋市上下水道局ホームページより直接ダウンロードすること。 

質問書の提出については、電子メールで行うものとし、件名には｢プロポーザルに

関する質問【事業者名】｣と明記し、プロポーザル質問書（様式第３１号）に質問内

容を簡潔にまとめて、送信すること。 

なお、電子メール送信後、必ず、電話による質問書到達の確認連絡を行うこと。 

参加事業者からの質問内容については、豊橋市上下水道局より、参加事業者に問い

合わせる場合がある。回答後の回答内容に対する質問については一切受け付けない。 

（２）質問受付期間 

令和元年７月１日（月）～令和元年７月２日（火）午後５時（必着） 



- 5 - 

※受付期間を過ぎての質問については、受け付けないものとする。 

（３）電子メール送信先及び連絡先  

E-mail：water-eigyo@city.toyohashi.lg.jp 

連絡先：豊橋市上下水道局営業課  

電話番号：０５３２－５１－２７４３ 

 （４）回答方法 

質問に対する回答については、「質問に対する回答書」として取りまとめ、豊橋市

上下水道局ホームページ掲載により令和元年７月３日（水）午後５時までに回答す

る。なお、電話及び口頭による個別の対応は行わない。 

７ 業務提案書等の提出等 

参加事業者は、次の(１)から(６)までの事項に従い、本件プロポーザルに関する業務

提案書等の提出を行うこと。なお、本件プロポーザルを辞退する場合は、プロポーザル

参加辞退届（様式第６号）を提出すること。 

なお、提出された参加申込書及び業務提案書及び関連する証明書等の各書類並びに電

子媒体は、理由の如何にかかわらず返却しない。 

(１) 業務提案書の記載項目 

業務提案書を作成するにあたっては、業務仕様書等に記載されている内容等を十

分に反映させることが基本となるので、内容をよく確認して作成すること。業務提

案書の記載内容は次に定める項目のとおりとする。なお、指定されているものは所

定の様式に基づき作成すること。 

ウ～セについては、提出されたファイルにより、選定委員会が公正な評価ができ

るよう、提案者の社名、ロゴ等、提案者が特定され得る記載を避けること。

ア 会社概要及び財務状況 

① 会社概要書（１）（様式第１２－１号）、財務状況等調査表（１）（２）（３）（４）

（様式第１３－１、１３－２号）に記載（財務状況等調査表（２）（４）について

は連結決算がある場合に記載）し、直近３箇年の会計年度における事業報告書の

写し等（様式第１３－１号を参照のこと。）を資料として提出すること（資料に

ついては、連結決算がある場合には、連結決算分のみ提出のこと。）。 

② 公的認証の取得状況を会社概要書（２）（様式第１２－２号）に記載すること。 

ただし、記載する取得状況については、本件委託業務に係るもののみとするこ

と。 

イ 委託業務に係る受託実績 

受託実績表（様式第１４号）に記載し、実績等の確認できる契約書の写しを添付

すること。 

ウ 業務体制及び業務実施基本方針 

様式第１６号及び従事者配置予定表（様式第１５号）に記載すること。 

エ 検針業務に関する考え方 

様式第１７号に記載すること。 
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オ メーター管理・受付業務に関する考え方 

様式第１８号に記載すること。 

カ 中高層共同住宅水道特別取扱業務に関する考え方 

様式第１９号に記載すること。 

キ 受付・収納業務に関する考え方 

様式第２０号に記載すること。 

ク 電子計算処理業務に関する考え方 

様式第２１号に記載すること。 

ケ 債権管理業務に関する考え方 

様式第２２号に記載すること。 

コ 地域貢献に関する考え方 

様式第２３号に記載すること。 

サ 人材育成に関する考え方 

様式第２４号に記載すること。 

シ 法令遵守・個人情報保護等に関する考え方 

考え方を様式第２５号に記載すると共に、公的認証の取得状況を会社概要書（２）

（様式第１２－２号）に記載し、認証の取得を証明できる書類等の写しを添付す

ること。 

ス 防災、災害、緊急時対策等危機管理に関する考え方 

様式第２６号に記載すること。 

セ その他の業務提案 

提案内容に伴う費用、効果等を明記し、様式第２７号に記載すること。 

（２）作成要領 

提案書は、次に定めるところにより作成すること。 

① 業務提案書の作成にあたって用いる言語は日本語とし、通貨は日本円とする。 

業務提案書の様式は、指定するもの以外は任意とする。用紙は、「日本産業規格

Ａ４」縦型を用い、横書き両面印刷で左綴りとする。文字の書体は任意、本文の

文字サイズは１０．５ポイント以上とし、ページ数は様式等に指定するとおりと

する。なお、文書を補完するための写真、イラスト、イメージ等を使用すること

は可能。 

この場合においてＡ３用紙を使用する場合は、折綴りとする。 

② 業務提案書の正本は、表紙として正本用の業務提案書（様式第１０－１号、１

０－２号）を使用すること。様式第１０－１号による表紙の次に業務提案書等提

出書類確認表（様式第８号）、業務提案提出書（様式第９号）、任意の書式で作

成する目次、業務提案書等提出書類確認表（様式第８号）に記載されている提出

書類（番号５及び６を除く。）の順番のとおりに綴ること。様式第１０－２号に

よる表紙の次には、任意の書式で作成する目次、業務提案書等提出書類確認表

（様式第８号）に記載されている提出書類（番号５及び６を除く。）の順番のと
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おりに綴ること。 

業務提案書の副本は、表紙として副本用の業務提案書（様式第１１－１号、１１

－２号）を使用すること。表紙の次に任意の書式で作成する目次、業務提案書等

提出書類確認表（様式第８号）に記載されている提出書類（番号５及び６を除

く。）の順番のとおりに綴ること。 

また、正本、副本ともに、目次以降のページの下部に通しのページ番号を記載

した上で、１部ごとにファイル（紙製Ａ４版縦長左綴じ）に綴じること。副本に

は提案者名が特定できるような記述はしないこと。 

※ファイルの材質は、紙製のファイルとし、閉じ具は金属製でないものを使用

すること。 

③ ファイルの表紙には「豊橋市上下水道局収納業務等包括業務委託に関する提案

書」と記載し、提出日及び事業者名を記載し、背表紙には「豊橋市上下水道局収

納業務等包括業務委託に関する提案書」と記載し、事業者名を記載すること。 

④ 提出書類の作成にあたっては、マイクロソフトＷｉｎｄｏｗｓ版「ワード」、

同「エクセル」又は、同「パワーポイント」を使用し、作成したデータをＣＤ－

Ｒ又はＤＶＤ－Ｒに記録したものを電子媒体として提出して下さい。また、作成

したデータはＰＤＦに変換し、あわせて電子媒体に記録すること。ただし、積算

内訳書（５年間）（様式第２９号）及び積算内訳書（単年度）（様式第３０号）

についてはエクセルにより作成し、ＰＤＦに変換したもの以外にＰＤＦに変換し

ないエクセルデータも電子媒体に記録すること。電子データには印影は不要だ

が、提出前に必ず参加事業者でウィルスチェックを行うこと。 

⑤ 電子媒体（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）については、電子媒体を収納するケース

に委託名、事業者名を横書きで表記して下さい。電子媒体のラベル面には、委託

名、事業者名、ウィルスチェック年月日を直接印刷又は油性のフェルトペン等に

より表記して提出すること。 

⑥ 業務提案見積書（様式第２８号）に記載する金額については、令和２年４月１

日から令和７年３月３１日に要する費用の総額を記入し、積算内訳書（５年間）

（様式第２９号）には、業務提案見積書の総額の積算根拠等を記載すること。積

算内訳書（単年度）（様式第３０号）には、各年度ごとの積算根拠等を記載する

こと。※消費税及び地方消費税に相当する額を含まない額を記載すること。 

⑦ 業務提案見積書の積算内訳書（様式第２９、３０号）には、そのもととなる単

価、工数（人・日）等を積算根拠等の欄に記載し、必要に応じて参考資料を添付

すること。 

⑧ 業務提案見積書及び積算内訳書は封筒に入れ、封筒の表面には｢業務提案見積書

及び積算内訳書在中｣と表示し、委託業務名を記載すること。裏面には参加事業者

名を記載したうえ、封かんのうえ封印すること。 

（３）留意事項 

書類提出の際、すべての書類が揃っているかに関し、業務提案書等提出書類確認表
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（様式第８号）により参加事業者及び事務局が確認すること。 

(４) 提出方法 

持参にて提出（土・日曜日、祝日・休日を除く毎日８時３０分から午後５時まで） 

(５) 提出期間 

令和元年７月２６日（金）午前８時３０分 

～令和元年８月５日（月）午後５時（必着） 

(６)  提出先 愛知県豊橋市牛川町字下モ田２９番地１ 

豊橋市上下水道局 営業課 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ water-eigyo@city.toyohashi.lg.jp  

電話番号 ０５３２―５１―２７４３

Fax番号  ０５３２―５６―８２３１

担当者 鵜飼、田中 
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(７) 提出書類及び部数 

業務提案書については、以下のとおり、紙媒体での提出に加え、紙媒体の内容を記

録した電子媒体も併せて提出すること。 

ファイル①（正本） 1 部

○様式第 10-１号

○様式第 8 号

○様式第 9 号

○（1）業務提案書の記載項目

ア、イ

ファイル①（副本） ６部

○様式第 11-１号

○（1）業務提案書の記載

項目 ア、イ

ファイル②（正本） 1 部

○様式第 10-２号

○（1）業務提案書の記載項目

ウ～セ

ファイル②（副本） 14 部

○様式第 11-２号

○（1）業務提案書の記載

項目ウ～セ

紙

媒

体

ディスク（正本） 

1 枚

○様式第 10-１号

○様式第 8 号

○様式第 9 号

○（1）業務提案書の記載項目 ア～セ

○様式第 28 号 

業務提案見積書 

○様式第 29・30 号 

積算内訳書（データ記録形式は、エ

クセル指定とする）

電

子

媒

体

○様式第 28 号 

業務提案見積書 

○様式第 29・30 号 

積算内訳書

フ

ァ

イ

ル

封かん 
封

印
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８ 質問の受付等 

参加事業者は、次の（１）から（３）までの事項に従い、業務提案書等の作成等に係る

質問を管理者に対し行うことができる。 

（１）質問方法 

質問書の様式は、豊橋市上下水道局ホームページより直接ダウンロードすること。 

質問書の提出については、電子メールで行うものとし、件名には｢プロポーザルに

関する質問【事業者名】｣と明記し、プロポーザル質問書（様式第３１号）に質問内容

を簡潔にまとめて、送信すること。 

なお、電子メール送信後、必ず、電話による質問書到達の確認連絡を行うこと。 

参加事業者からの質問内容については、豊橋市上下水道局より、参加事業者に問い

合わせる場合がある。回答後の回答内容に対する質問については一切受け付けない。 

（２）質問受付期間 

令和元年７月１２日（金）午前８時３０分 

～令和元年７月１８日（木）午後５時（必着） 

※受付期間を過ぎての質問については、受け付けないものとする。 

（３）電子メール送信先及び連絡先  

E-mail：water-eigyo@city.toyohashi.lg.jp 

連絡先：豊橋市上下水道局営業課  

電話番号：０５３２－５１－２７４３

（４）回答方法 

質問に対する回答については、｢質問に対する回答書｣として取りまとめ、豊橋市上

下水道局ホームページ掲載により令和元年７月２６日（金）午後５時までに回答する。 

なお、電話及び口頭による個別の対応は行わない。 

９ 提出された提案書等の取扱い 

（１）提案書等の著作権は提案者に帰属する。なお、本プロポーザルの受託候補事業者

特定結果に関する公表その他豊橋市上下水道局が必要と認めるときは、豊橋市上下水

道局は特定事業者の提案書等の全部または一部を無償で使用できるものとする。  

（２）本プロポーザルに係る情報公開請求があった場合は、「豊橋市情報公開条例（平

成８年豊橋市条例第２号）」に基づき、同条例第１２条第１項または第２項による意

見書提出の提案及び提出書類を公開する場合があるものとする。 

（３）提出された提案書は、本プロポーザルにおける受託候補事業者の特定以外の目的

では使用しない。 

（４）提出された提案書等は返却しない。 

（５）提案書等に含まれる著作権・特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三

者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、提案者が負う。 

１０ 提案内容の評価等

（１）評価方法について

選定委員会が、別に定める「豊橋市上下水道局収納業務等包括業務委託に関する受
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託候補事業者選定基準」に基づき、総合的に評価を行う。評価については、書面審査

及びプレゼンテーション・ヒアリングにより行うものとする。 

（２）プレゼンテーション・ヒアリング

ア 日時  

令和元年８月２７日（火）の指定する時間  

イ 持ち時間  

① プレゼンテーション  ２０分以内  

② 業務責任者          面談１５分程度  

③ その他質疑応答    １５分程度  

ウ 機器  

プロジェクタ及びスクリーンに関しては本市で準備するが、その他必要な機

器は、プレゼンテーション参加者において用意すること。  

プロジェクタの仕様：ＮＰ-Ｍ２６０Ⅹ(ＮＥＣディスプレイソリューション

ズ株式会社製) 

エ その他 

 本業務において受託者となった場合の業務責任者等に対し面談を実施するた

め、必ず出席をすること。  

※ プレゼンテーション・ヒアリングの順番については提案書の提出順に希望を

受け付ける。  

（３）その他  

ア（２）の日時や場所等の詳細については別途参加事業者に通知する。参加事業

者は、所定の期限までに、プレゼンテーション及びヒアリング出席予定者報告

書（様式第３２号）を管理者へ提出すること（提出方法は、電子メールとする。）。  

イ 提案書提出事業者が１者の場合、選定委員会が当該提案書を適当と認めた場

合に限り、改めて提案募集は行わず、当該事業者を随意契約候補者とする。 

(４) 留意事項 

ア プレゼンテーション等は、非公開で行う。 

イ 出席者に変更が生じた場合は、事前に届け出ること。 

ウ プレゼンテーションに欠席の場合は、本件プロポーザルへの参加を辞退した

ものとみなす。ただし、交通機関等の事故等やむを得ない理由で出席できない

場合は速やかに事務局に連絡すること。 

エ プレゼンテーション等の内容は、提出した業務提案書に記載されている範囲

内とし、新たな提案等を加えること及びその他の追加資料等の提出はできない

ものとする。 

１１ 受託候補事業者の選定及び決定 

(１) 受託候補事業者の選定方法 

選定委員会が、別に定める「豊橋市上下水道局収納業務等包括業務委託に関する受
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託候補事業者選定基準」に基づき、参加事業者ごとに点数化評価を行い、評価の総合

点が最も高い参加事業者を、委託契約における優先交渉者（以下「受託候補事業者」

という。）として選定する。なお、審議の内容は、非公開とする。 

(２) 最低基準点 

  評価点数は選定委員会各委員の評価点を平均した値（３００点満点）の５割（１５

０点）を最低基準点とし、各委員の評価点を平均した値が最低基準点に満たないもの

は受託候補事業者として特定しない。 

  提案者が一者の場合は、評価項目「提案見積に関する事項」を除く評価点数を平均

した値の５割を最低基準点とする。 

(３)総合点評価第１位が複数の場合の取扱い 

評価の結果、総合点が最も高い参加事業者が複数いた場合には、次の項目を順に委

員会で判定し、受託候補事業者を選定する。 

① 収納・受付業務に関する得点が高い方 

② 危機管理に関する得点が高い方 

③ 地域貢献に関する得点が高い方 

(４) 受託候補事業者の決定 

管理者は、委員会から受託候補事業者の選定に関する報告を受け、受託候補事業者

を決定する。 

(５) 決定結果の通知 

決定結果は、各参加事業者に通知する。なお、受託候補事業者に選定されなかった

参加事業者は、当該通知をした日から起算して５日（豊橋市の休日を定める条例第１

条に規定する休日を除く。）以内に書面により、管理者に対し、選定されなかった理由

について説明を求めることができる。書面に対する回答は、当該書面を受理した日の

翌日から起算して５日（豊橋市の休日を定める条例第１条に規定する休日を除く。）以

内に書面にて回答する。 

１２ 無効となる提案等 

次に該当する提案は、無効とする。 

 （１）実施要領に示した提案資格を有しない者の提案 

 （２）提案書等に虚偽の記載をした者の提案 

 （３）実施要領に示した提案書等の作成及び提出に関する条件に違反した提案 

 （４）見積金額が契約上限金額を超える提案 

 （５）評価の公平性に影響を与える行為をした者の提案 

１３ 契約 

受託候補事業者との契約は、随意契約の手続により行う。受託候補事業者は、契約締

結交渉にあたり、別に定める書式による必要な書類を提出すること。 

なお、受託候補事業者と契約締結の合意に至らなかった場合又は契約締結交渉中に受

託候補事業者が失格事項に該当した場合は、当該受託候補事業者との交渉を打ち切り、

次点である者（優先交渉権第２位の者）と契約交渉を行うこととする。 
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１４ 結果の公表 

受託候補事業者決定後、豊橋市上下水道局ホームページにおいて本件プロポーザル実

施に関する概要を掲載し公表する。 

１５ スケジュール（予定） 

 内 容 日 付 

１ 参加募集（公告日） 令和元年７月 1日 

２ 参加申出書に関する質問受付期間 令和元年７月１日～２日 

３ 参加申出書に関する質問の回答期限 令和元年７月３日 

４ 参加申出書等の提出期限 令和元年７月８日 

５ 参加申出の資格審査 令和元年７月８日～１０日 

６ 参加意向申出審査結果の通知 令和元年７月１１日 

７ 業務提案書の作成に係る質問書受付期間 令和元年７月１２日～７月１８日 

８ 業務提案書の作成に係る質問の回答期限 令和元年７月２６日 

９ 業務提案書、提案見積書等の受付開始 令和元年７月２６日 

10 業務提案書、提案見積書等の提出期限 令和元年８月５日 

11 プレゼンテーション・ヒアリング 令和元年８月２７日 

12 評価結果通知 令和元年８月２８日 

13 仕様内容に関する詳細の打合せ、契約締結 令和元年８月２９日～９月３０日 

14 業務履行に関する準備期間 契約締結日～令和２年３月３１日 

15 業務開始 令和２年４月１日 

１６ その他 

（１) 参加意向申出書を提出後に参加を辞退する場合は、プロポーザル参加辞退届（様

式６ ）を持参（土・日曜日・祝日・休日を除く午前８時３０分～午後５時まで）に

より速やかに提出すること。

(２) プロポーザルに係るすべての費用は提案者の負担とする。 

(３) 提出後の参加意向申出書及び提案書等の修正、差し替え、追加、削除又は変更は、

認めないものとする。 

(４) 電子メール等の通信事故について、豊橋市上下水道局は一切の責任を負わないも

のとする。 

(５) 特定結果通知をした日から契約締結の日までの期間において、契約候補者となっ

た者が「豊橋市が行う事務又は事業からの暴力団排除に関する合意書」に基づく排

除措置を受けた場合は、契約を締結しないものとする。なお、この場合、豊橋市上

下水道局は一切の損害賠償の責めを負わない。 

(６) 契約の履行にあたり、妨害又は不当要求を受けた場合は、発注者に報告するとと

もに警察へ被害届を提出すること。これを怠った場合は、契約の相手方としない措

置を講じることがある。 
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(７) 本プロポーザルの手続きにおいて使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は

日本の標準時及び計量法（平成４年法律第５１号）によるものとする。 

１７ 事務局 

豊橋市上下水道局営業課 担当：鵜飼、田中

所在地 〒４４０－８５０１ 愛知県豊橋市牛川町字下モ田２９番地１

TEL：０５３２－５１－２７４３  FAX：０５３２－５６－８２３１

E-mail：water-eigyo@city.toyohashi.lg.jp 


